
令和 8年度 事業計画 

【背景と事業方針】 

 平成 23 年から登録が開始され戸数ベースで 29 万戸を超えた「サービス付き高齢者向け

住宅」は、見守りと生活相談のサービスを提供する高齢者向けの賃貸住宅として、事業者が

さまざまな工夫の下で運営に取り組んでいる。単身だけでなく親子、夫婦世帯での入居に対

応する他、心身の状況が自立期から要介護の方まで安全・安心の住まいを幅広く提供できる

のは、「サービス付き高齢者向け住宅」の特徴でもある。 

その経営環境については、自然災害や感染症への備え、介護人材の不足、物価上昇等に

よる厳しさが増している。当協会としては、各地域における住宅の運営事業者に向け、現

場視察、意見交換会、セミナー等を通じて経営や現場での事例の共有、相談への対応、行

政の施策動向等の有益な情報の提供等で支援をする必要がある。 

 

 視野を変えると、令和 7（ 2025）年において、日本の高度経済成長期を支えた「団塊の世

代」が総じて 75 歳を超えた。近年は家族のあり方、住まい方の変化にともない単身高齢世

帯が増加しており、「日常の暮らしに支障はないが一人住まいに漠然とした不安と不便を感

じる」高齢者が今後に向け一層増加すると思われる。 

 

また、戦後生まれの高齢者において自由な暮らし方や健康維持への意識の高まりがある

中で、心身の状況悪化により、やむなく住み替えるというパタンではなく、自らの住まい

の場と今後の暮らし方について、早い時期から検討して課題に気付き、子供世代とも会話

をすることが非常に重要である。 

 

その動きに対応するためには、住まいと暮らしや介護等の知識に容易に触れることがで

きて、専門的な相談先の情報を得る、フラットで安心できる相談環境が必要である。同時

に自立期から豊かな暮らしを実現できる住戸面積や設備を備えた良質な高齢者向け住宅の

整備、また、住み慣れた自宅に住み続ける場合に対応する、バリアフリー、温熱環境等の

住まいの性能と価値を高めるような改修を推進する必要がある。 

 

それらの仕組みが揃うことで、住宅資産が生かされ、循環が進むことになり、空き家の

増加が抑制され、高齢者が住宅資産をうまく活用できれば経済的な後押しとなる。また、

バリアフリーや温熱環境性能等を備えた住まいで暮らしながら、コミュニティに参加する

ことでウェルビーイングが向上、フレイル予防、要介護認定を遅らせることができ、社会

保障制度の維持に貢献するはずである。 

 

以上の多岐に亘る課題への対応のため、会員事業者の皆さまのご支援とご協力の下、令

和 8年度において、次頁以降の事業に取り組む。 

 

 

 



【事業計画】 

 

１ 高齢者向け住宅に関する政策提言及び要望活動 

（１）政策提言 

住生活基本計画 全国計画）の見直しにおける 2050年を見据えた議論では、高齢者の

孤立防止、高齢期の住生活の質の向上、ライフスタイルにあった住まいへの円滑な住替え

やリフォーム、住まいについて早期に検討できる情報提供と相談体制、住宅ストックの性

能向上、その価値が市場で評価されることによる住宅資産の循環、それらによる空き家発

生の予防等について議論された。それらの多くは高齢者住宅協会で取り組むべき課題であ

り、活動の展開と合わせて必要に応じて効果的な方法を選び、社会に向けて発信する。 

（２）要望活動 

必要に応じて会員の意見を取りまとめて関係する先に要望活動を行う。 

１． サービス付き高齢者向け住宅整備事業の令和 8年度以降の延長を見据えて、その

供給促進税制の延長について 

２． 介護保険制度に関する議論について 

３． 次の介護報酬改定に関する議論について 

４． その他、サービス付き高齢者向け住宅の運営と整備についての課題について 

 

２ 広報活動 

諸官庁からの周知依頼についてホームページ上で即時性のある「ニュース一欄」にて情

報提供、その他、行政、関係団体、会員からの有益な情報について月一回発信するメール

マガジン等を利用して周知に努める。また、協会の活動、調査研究実績や社会に発信すべ

き意見等について、メディアの協力を仰ぎながら展開する。 

 

３ 関係団体他、外部の組織との連携・協力 

（１）住宅・住生活に関わる団体との連携 

「一般社団法人住宅生産団体連合会」 

成熟社会居住委員会への参加と高齢者向け住まいに関する連携活動を行う。 

「一般財団法人ベターリビング」 

  人生 100 年住宅部品の展開等を行う。 

  住宅における良好な温熱環境実現推進フォーラムへの参加 

「一般社団法人日本ガス協会」 

  住まいの温熱環境に関する展開等を行う。 

「一般社団法人住宅リフォーム推進協議会」 

  「リフォームで生活向上プロジェクト」へ協賛し参加する。 

「一般財団法人住まいづくりナビセンター」 

  空き家問題等に課題感を持つ自治体とのセミナーにて連携する。 

「地方公共団体 等」 

課題感を持つ自治体等と市民向け住まい方セミナー開催等を通じて連携する。 

（２）高齢者向け住宅の運営、介護事業に関わる団体・組織との連携 

「高齢者住まい事業者団体連合会」 



  「公益財団法人全国有料老人ホーム協会」、「一般社団法人全国介護付きホーム協会」

との 3団体で構成、厚生労働省との意見交換、ヒアリング等に連携して対応、また、

当協会役員が幹事会に参加、事務局同士の会議で情報共有と連携活動を行う。 

「一般財団法人サービス付き高齢者向け住宅協会」 

  業界の発展に資する調査研究活動等で連携する。 

「一般社団法人日本在宅介護協会」 

「一般社団法人「民間事業者の質を高める」全国介護事業者協議会」 

「一般社団法人全国介護事業者連盟」 

「一般社団法人シルバーサービス振興会」 

  介護業界各団体との連携を図り、介護保険の外付けサービス、在宅系業態における問

題認識の共有とその解決に向けた活動で連携する。 

「公益財団法人介護労働安定センター」 

「特別民間法人中央労働災害防止協会」 

  介護職員の労務関係、職場環境等について連携を図り、現場事業者の声を届けるとと

もに、介護事業者への正しい情報周知、理解の促進に努める。 

（３）その他 

 高齢者の居住の場やサービス提供についての行政や調査機関における調査研究等につい

て、必要に応じて協力、参加して情報の提供、意見の交換を行う。 

  

４ 新規会員の入会促進を視野に入れた活動の充実 

（１）住宅・住生活に関わる事業者へ向けた活動 

要介護となる前の自立期に住み替える高齢者向け住宅、住み続けるための住宅改修に関

する情報や研究成果の展開と「自立期から自分らしく暮らす住まいワーキング」における

視察見学会、意見交換会、研究発表会等の企画開催と参加誘致により、会員相互の関係の

強化と入会促進を図る。 

（２）サービス付き高齢者向け住宅運営事業者へ向けた活動 

■サービス付き高齢者向け住宅の運営上の課題に対応するセミナー等の開催 

 令和 7年度はサービス付き高齢者向け住宅を含む有料老人ホームの経営層に向けた経営

者シンポジウムを開催、協会の役員による講演とパネルディスカッションとその後の懇親

会を合わせてリアルで開催、会員、非会員問わず誘致して盛況となった。令和 8年度にお

いても、テーマを選び課題感を共有する他団体との共催も含めてイベントを検討する。 

■各地域におけるサービス付き高齢者向け住宅運営事業者への支援 

既存の福岡、兵庫、北陸における支部活動の支援を行う。また、全国の中で地域を選

び、介護サービスを外付けで提供する事業者に向けて、厳しい経営環境に対応するための

事例見学と運営研修会、地域の事業者間の関係を深める交流会を継続する。 

■オンラインセミナーの開催 

運営事業者の経営層及び現場職員向けに時宜に適うテーマで研修を実施、情報の展開に

より住宅運営を支援する。また、会員全般に広く役立つ公平的な有益情報であれば会員企

業独自の情報発信の場としても利用できるようにする。 

 



■その他 

運営事業者に向けた有益情報を「部会通信」として週一回発行する。 

５ 調査・研究 

（１）自立期から暮らす住まいに関する調査・研究 

ウェルビーイング向上、健康寿命の延伸に資する自立期から暮らす高齢者向け住宅の立

地、住空間、設備、住宅性能等について調査・研究を行い、これからの超高齢社会におい

て単身高齢世帯が増加する厳しい課題に対する今後の高齢期の住まいのあり方について調

査・研究を行う。 

（２）住宅資産の循環に関する調査・研究 

高齢者の所有する多くの住宅資産を次の世代にスムーズに循環させる仕組みの整備が空

き家発生を抑制する視点からも必要である。高齢者が要介護の状況となる手前に今後の住

まいについて自ら検討する雰囲気の醸成と気軽に情報に触れることができて、フラットに

相談先への接続ができるような環境づくりのための調査・研究を行う。 

 

６ 高齢者向け住宅の普及促進事業 

（１）情報提供に関する事業 

サービス付き高齢者向け住宅情報提供システムの登録事務局として、サービス付き高齢

者向け住宅事業者と地方公共団体の窓口が利用しやすく、また、サイトに訪問する消費者

に対して高齢期の住まい、暮らしに関する有益な情報を充実させ、着実に管理運営を行う

ことを目指す。 

（２）高齢者向け住宅のあり方に関する調査事業 

サービス付き高齢者向け住宅等に住み替えた入居者のウェルビーイング等、健康維持状

況を調査し、今後支援すべき高齢者向け住宅の住空間、設備等の条件の把握を目指す。 

高齢期の住まい、暮らし方について自ら早めに検討するきっかけ作りを目的として、課

題意識を持つ自治体等と連携してのセミナー開催、講師派遣等の活動を展開する。 

 

７ サービス付き高齢者向け住宅の付帯サービス品質向上化事業 

（１）「行動規範」に対する「遵守宣言」を行う会員事業者を引き続き募集 

 令和元年度に開始した当事業において、当時より様々な場面でネガティブに取り上げら

れることの多かった入居者への介護保険サービスの提供における、いわゆる「囲い込み」

の問題提起に対して、事業者の側から意識を高めるように対応してきた。 

これは、入居者の尊厳を守ること、入居者により介護サービスを受ける事業所等を自由

に選択してもらうことを示した「行動規範」に対して「遵守宣言」を行う住宅運営事業者

の会員を募り、必要書類の内容を確認のうえ宣言された住宅毎に「遵守宣言確認書」を発

行、ホームページ上でも公開するものである。業界の健全な発展のため令和８年度におい

ても新しく参加する会員を募集する。 

（２）「遵守宣言」の円滑な更新手続きの実施 

 遵守宣言確認書は有効期限を 3年としており期限満了を迎える住宅について適時、案内

を発信して更新手続きを漏れなく円滑に実施する。 


